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戦略的人的資源管理の進展に伴うキャ1ノアに関する論点整理

あらまし

本稿は、戦略的人的資源管理(strategic

HumanResource Management、以下SHRMと言己す)
の進展に伴って生じると思われるキャリアに関

する問題に向けての論点整理を行うことを目的

とする。主に、 RBV (Resource・Based view of

thefirms)と非正規労働者キャリアの禿籬を提

示する。 SHRMの観点から見た際に、これら2

つの禿離は今後の企業と労働力・労働者のあり

方を語る上で整理しなければならない点だと考

える。

SHRMとは経営戦略と人的資源管理(Hum肌

ResourceManagement、以下HRMと言己す)にー
貫性を持たせて高業績をもたらそうというもの

である。では、このSHRMと上述のRBV、非正

規労働者キャリアがどのように関連するのか。

まず、 RBVはSHRMを遂行する上で大きなイニ

シアティブをもった概念であることから、

SHRMが進展するとRBVの実践は強化されるで

あろうと予測できる。次に、非正規労働者キャ

リアに関する問題はSHRMにおける人材アーキ

テクチャー理論に起因するものが多く、 SHRM

が進展すると正規労働者のみに視点を向けた人

材育成が行われ、非正規労働者の育成には関心

を払わない可能性が出てくる。その結果、キャ

リアにおいて格差が生じて拡大していく可能性

も出てくる。

このような観点から、 RBVと非正規労働者

キャリアの飛雜を提示した上で、論点整理する

ことは、今後起こりうるだろう労働者のキャリ

ア形成・管理の問題点ヘの試金石になると考え

る。この点が本稿の意義といえる。

田中 秀樹
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問題と目的

本稿は、戦略的人的資源管理(strategio

Human Resource Management、以下SHRMと言己す)
の進展に伴って生じると思われるキャリアに関

する問題に向けての論点整理を行うことを目的

とする。主に、 RBV (Resource・Based view of

thefirms)と非正規労働者キャリアの飛離を中

心に据えて、それらの乘離を提示することで、

今後に向けての論点整理を行う。SHRMの観点

から見た際に、これら2つの飛離は今後の企業

と労働力・労働者のあり方を語る上で整理しな

ければならない点だと考える。

昨今、企業を取り囲む環境の不確実性が高く

なり、企業は経営努力としてのコスト削減や高

業赤責イ乍業システム(Hi、perfoTmance work

Systems)の導入等に迫られている。その環境
下で注目されているのがSHRMである。SHRM

とは経営戦略と人的資源管理(HumanROSOUNe

Management、以下HRMと記す)に一貫性を持
たせて高業績をもたらそうというものである。

すなわち、戦略とHRMを最適化することで、企

業経営を行う上で人材(人的資源=Human

Resource、 HR)の有効活用を行おうとするもの

である,。また、一方では、労働市場において、

非正規労働者の増加及び彼らのキャリア育成

管理の問題力湿眞在化してきている。最近では、

「格差問題」という夕ームでメディアに取り上

げられることもしばしばあるように、正規一非

正規問での様々な格差は問題となっている。

では、このSHRMと上述のRBV、非正規労働

者キャリアがどのように関連するのか。まず、

RBVはSHRMを遂行する上で大きなイニシア

SHRM理論にっいては田中(2008a)「戦略的人的資源管理論の整理」が詳しいので参照頂きたい。
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ティブをもった概念であることから、 SHRMが

進展するとRBVの実践は強化されるであろ夕

と予測できる。次に、非正規労働者キャリアに

関する問題はSHRMにおける人材アーキテク

チャー理論.に起因するものでもあることが多

い。すなわち、 SHRMが進展すると人材アーク

テクチャー理論に則った正規労働者のみに視点

を向けた人材育成が行われ、非正規労働者の育

成には関心を払わない可能性が出てくる。その

結果、キャリアにおいて格差が生じて拡大して

いく可能性も出てくる。

このような観点から、 RBVと非正規労働者

キャリアの飛航を提示した上で、論点整理を行

う。非正規雇用が持つ問題点と企業のHRM戦略

の中でどのように活用していくべきなのかに向

けての整理を行うことで、今後起こりうるだろ

う労働者のキャリア形成・管理の問題点ヘの試

金石になると老える。この点が本稿の意義とい

える。

本稿の構成は以下の通りである。まず、第2

章では、即Vの整理及びその問題点を提示する。

次に、第3章では、非正規労働者がキャリアに

関わって持ちうる問題点を提示する。続いて、

第4章では、それらの泥離の提示と論点整理を

行う。終章はまとめと若干の提言である。

田中 秀樹

P伽mse (1959)は、企業=「経営組織と生産

資源の集合」とし、企業間での異質性を利用す

ることで他企業との差別化を図り、収益を上げ

ることが出来る、とした。企業内に蓄積されて

いる企業内特殊熟練及び熟練労働者等によっ

て、他企業から見た「資源障壁」を持ちうると

いう老えである。この考えは、現在のRBVの基

となっている。では、これらを踏まえて、

Bamey (2002)の論考を以下で整理する。

B釘"oy (199D によると、 RBVの前提は、①
一産業内の企業群は統制する戦略的資源といっ

た点で異質的であり、②これらの資源は企業間

で完全には移転できないために異質性は長期に

持続する、といったもので、これらの資源が競

争優イ立性を保つためには、以下の4つの条件、

①価値創造的な資源、②稀少な資源、③完全な

模倣が困難な資源、④代替出来ない資源、であ

ることを満たす必要がある。これら4つの条件

について、整理する。①価値創造的な資源とは、

戦略が機会を利用し脅威を中和する時に初めて

それが価値あるものとされることを意味する。

②稀少な資源とは、価値ある資源が稀少であれ

ば、それを保有していない企業に対して競争優

位になることを意味する。③完全な模倣が困難

な資源とは、模倣が困難で他企業が手に入れる

ことが出来ないものが競争優位をもたらすこと

を意味する。④代替出来ない資源とは、戦略的

に同等の価値がある資源がなく、同じ戦略を実

行することが可能な類似の資源で代替できなけ

れば、それらは競争優位をもたらすことを意味

している。

これらの中で、特にBarneyが重視するのは、
③の模倣困ま倒生である。この模倣困難性こそが、

他企業に追随されない競争優位としての「持続

的肌争イ憂イ立(sustained competitive advantage)」
をもたらすとしている。この模倣困難性をもた

らす要因は、①'経路依存性、②'因果暖昧性、

③'社会的複雑性の3つがある。①'経路依存

性とは、企業は歴史的な社会的存在であり、企

業の資源獲得能力は時間的・空間的位置に依存

していることを意味する。企業内における熟練

はその好例であろう。熟練とは、企業という空

問において、歴史的に企業内特殊熟練を形成す

る経緯の結果なのである。②'因果暖昧性とは、

2 RBV (Resource・Based vie゛1 0f the

firms)とその問題点

本章では、 RBVの根死念整理とその問題点の提

示を行う。まず、第1節で概念整理を行い、第

2節ではRBVが注目される理由、第3節では

胎Vが抱える課題を提示する。

2.1 RBV (Resource・Based vievv of

the 价ms)の概念

RBVとは何か。本節では、 RBVについての整

理を行う。 RBV論の第一人者であるBarney
(1991、 2002)を中心にレビューを行うが、

Barney理論の整理を前に、 penrose (1959)につ
いても触れておく必要があろう。

.この点については第2章を参照頂きたい。

,人材アーキテクチャー理論及びそれに則った人ネ才活用については第2章を参照頂きたい。



資源と持続的競争優位の間のつながりが理解で

きない場合、因果関係が暖昧なものとなり、他

企業が真似をしようにも、因果が分からないが

ために真似ができないことを意味する。③'社

会的複雑性とは、資源が組織の管理能力を超え、

社会現象となっていることを意味する。例を挙

げるならぱ、企業の評判などは、企業が直接管

理できるものではないし、模倣できるものでも

ないことであろう。このようにBarneyの主張す
るRBVとは、企業の競争優位となりうる資源特

性の模倣が困難な場合、その模倣コストがライ

バルへの参入障壁になり、持続的競争優位に繋

がるという根拠を明らかにした点で、意義深い

ものである。

このB雛noyによるRBVの一般理論を人的資
源・人的資源管理に落とし込んだのは、 wright

(1994)とGrant (1991)である。 wright (1994)

は「人的資源(H血anRes0Ⅲ00=HR)こそが持

続的競争優位の源泉である」として、 Barneyの

4要件を①価値ある人的資源、②稀少な人的資

源、③模倣できない人的資源、④代替出来ない

人的資源とし、「人的資源のストック」こそが

持続的競争優位の源泉となる、と主張している。

一方、 G松m (1991)は「人的資源管理(H叩如

Resource Management=HRM)こそ力斗寺赤売的肌争
優位の源泉である」と主張している。これは、

生産過程ヘの資源投入と資源のコントロールは

別であり、すなわち、「資源」とそれをコントロー

ルする「能力」は別であり、能力が競争優位の

源泉となり、 HR活用能力を投入するHRMが競

争優位の確保・維持に繋がるとしている。

また、 HR (従業員)側から見た場合、この

RBVを下支えする概念として、心理的契約が挙

げられよう。心理的契約とは何か。 Rousseau

(1995)によると、心理的契約とは「当事者双

方が将来の行動に関する約束に基づいた任意の

契約」である。雇用は明示的な契約によって社

員を管理することが事実上不可能であるという

点で、他の経済的な取引とは一線を画している。

社員が企業の利益のために働く理由は、そうす

ることでいずれ何らかの報酬を受け取ることが

出来るという前提を持っているからである。報

酬享受までの決済期間が短ければ短いほど、報

酬の条件交渉の労力が必要となる。しかし、報

酬享受までの期間が長い場合は、労使双方の相

互信頼とコミットメントが不可欠となる。雇用

戦略的人的資源管理の進展に伴うキャリアに関する論点整理

のように明示的な契約が交わされていない場合

は、社員白身が「自分の努力・行動はいずれ報

われる」という確信を持たなくてはいけない。

この確信を持たせる相互信頼を築くには、社員

が雇用関係は長期的視野に立って築かれている

ものであると認識し、長期的に社員が正当な報

酬を得ることが出来る施策が実施されているこ

とが不可欠である。組織における心理的契約に

は、組織が長年実施してきた慣行によって形成

された社員の期待が組み込まれており、それを

前提に社員はその企業での技能形成を受け入れ

るので、心理的契約とRBVは相乗効果を持ちう

るだろう。

従来の日本的雇用慣行(長期雇用)は、従業

員に対して、低離職率、企業内特殊熟練の習得、

組織コミットメントの維持・向上を促した。そ

れらに加え、企業は、勤続年数の長期化によっ

て、将来必要となる熟練の確保や組織統合・調

整のために必要となる社内人脈・知識を構築さ

せることも出来、企業ヘの長期的な貢献を促す

ことが出来るシステムであった。雇用保障や定

期的な昇進・昇格は企業の義務であり、それに

応えるように社員は会社に対する忠誠心や高業

績を提供するというものである。このことに

よって、従業員は長期的な損得決済を念頭に置

いて、組織に対する義務感を抱き、自主的に企

業目標を達成するための行動を取った。このー

連のパターンによって、諸外国に比ベて、比較

的良好な労使関係が築かれ、その心理的契約を

基にした企業一従業員の長期決済ヘの納得を担

保することで、 RBVの実践が容易になったとい

えよう。すなわち、心理的契約を基に、 HRサ

イドからのRBVヘの接近が促されたといえよ

つ0

いうなれば、心理的契約という概念は、日本

企業においてRBVの促進だけではなく、従業員

の企業ヘの帰属意識を高めるものでもあった。

このような「企業の目標(高業績)と個人の目

標(仕事ヘの満足感)の双方を達成するための

心理的契約」(Guest、2007)は、日本企業にとっ

ては看過出来ないものといえるであろう。
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本節では郎Vが注目される理由を示す。何故、

2.2 RBVが注目される理由
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RBVは昨今注目されているのか。 RBVが注目さ

れるようになった契機は、経営戦略論において

Porterが提言したポーター戦略論に対頭するよ

うに1980年代後半から、 RBVが提唱されること

から始まる。

1980年代半ばまでは、経営戦略論においては

ポーターの「ファイブ・フォース・モデル」を

核とする競争戦略論のフレームワークが優勢を

占めていた。ポーターの競争戦略はSCP

(structure・conduct・performance)モデルを援用

したもので、市場構造・市場行動・市場成果'の

視点から企業の効率性について分析し行動ヘ移

すというものである。ポーターは、これらを援

用して、「ファイブ・フォース・モデル」を考

案した。「ファイブ・フォース・モデル」とは、

事業収益は業界に左右されるものであり、業界

の魅力度を決定する要因が明らかになれぱ、そ

れに基づいて競争優位ヘの行動を起こすことが

出来る、というものである。そこで、ポーターは、

その業界の魅力度を測る要因として、畔斤規参

入者(T11reato「NewEntw)」'、「ライバル(Nvalw

among cunont compotit0玲)」'、「雇頁客の交渉力

(B雛gaining poW引 ofcustome日上、「サプライヤー

の交渉力(Bargain血g power o「suppliers)」.、「代
替品(T11reat o「substitute product or seNice)」 9を

分析する必要があると定義した。ポーター流の

競争優位は顧客ヘ提供する「価値」によって左

右されるという点から、コスト・リーダーシッ

プ戦略,0、差別化戦略"、集中nの「3つの基本

戦略」に集約した。つまり、ポーター流の競争

優位は、産業構造を明らかにして、その業界(市

場)でどのように競争優位を獲得するべきか、
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を念頭に置いた戦略をべースとしている。

上述のポーター戦略論が1980年代半ばまで優

勢を占めていたB。ポーターのモデルNは、

Andrews (1971)の「SWOTモデル」"をブレー

クスルーするものであった。それまでは「SWOT

モデル」の構成要素である外部環境と内部資源

をシステマティックに評価する手法はそれほど

なかったのであるが、ポーターモデルによって、

参入に適切な産業を選び、最も効率的な競争優

位を確保することが提示された(いわゆる、ポ

ジショニングの経営戦略)からである。しかし

ながら、 1980年代半ばから、「エクセレント

カンパニー」やTQM (TotalQualityM釦agoment)
が注目され、企業内部資源・スキルの重要性に

焦点が当てられるようになった。このことは、

競争優位の源泉が企業内部にあるとすること、

企業は保持する内部資源によって戦略選択が制

約されることを意味する。このような流れを受

け、企業内部の経営資源分析(すなわち内部分

析)と産業や競争環境の分析(すなわち外部分

析)を組み合わせた、それまでの外部分析主流

の戦略アプローチから企業の外部・内部の両方

の視点を融合させた、アンドリュースの「SWOT

モデル」を具体化するアプローチとしてのRBV

が登場したのである。いわゆるケイパビリティ

(C叩ability=能力、特性)や資源を競争優位の
源泉であると考えるRBVでは、企業が如何に効

率的・効果的に機能できるかは内部資源にかか

る。この視点はそれまでの経営戦略論には存在

しなかったため、「swoTモデル」の具体化を実

現させる新たなアプローチとして注目を浴びる

ようになったのである。

'SCPモデルの市場構造とは、購買者数、産業内での競合企業数、製品の同質性・差別性、参入・撤退コスト、市場の集中度など

を指す。市場行動とは、生産・価格決定、マーケティング、投資等において、需給や競合の状況を考慮して企業が下す意思決

定及び行動を指す。市場成果とは、生産効率、資源配分効率、雇用水準などを指す。このSCPモデルは不完全競争化にある産業

では寡占が起こり、結果として企業観の優劣が生じるという考え方に立ったものである。

,規模の経済、製品独自性での差別化が図れるか、スイッチング・コスト、原材料の入手難易度、法規制等を基に測る。

'産業成長率、付加価値創造にかかる総費用における固定費割合、品質・信用度の差、企業目的、撤退難易度等を基に測る。

,購買力の規模、スイッチング・コスト、顧客情報入手の難易度、ブランド認知度等で測る。

"原材料の質、代替材料の有無、サプライヤー特化の度合い、業界限界コストと自社限界コストの差等を基に測る。

,顧客視点からの価格(費用対効果)、顧客の二ーズ・ウォンツの変化等を基に測る。

,0ライバルよりも低コスト・低価格を目指す戦略。

"ライバルとは異なる価値を創造してプレミアム価格で提供する戦略。

0 産業内での特定もしくは少数のセグメントに適応する戦略選択を指す。

0 他にも「ポートフォリオ・マネジメント」や「経験曲線効果」、「plM」等も大勢を担うものであった。

"ここでは「ファイプ・フォース・モデル」を指す。

"「swoTモデル」とは、企業を耳又り巻く環境の市場機会(OPP0丘Unitles)・脅威(thNats)と企業の強み(SⅡ如gths)・弱み(weaknesses)
を分析して、それらを最適に組み合わせて、戦略ヘと結びつけるというモデルである。戦略論はこのフレームワークの周辺に

形成されていったといっても良いであろう。



当然のごとく、 RBVはSHRM論にも影響を与

えてぃる。特に、前述のBarney (1991)がRBV
をSHRM論考に引用したと言われており、同じ

く前述のW丘ghtやGrantもRBVをHR重視の視点
やHRM重視の視点ヘと応用展開している。この

ように戦略論とHRMシステムの接近を促した

ことも相まって、 RBVヘの注目は更に高まった

のである。

戦略的人的資源管理の進展に伴うキャリアに関する論点整理

2.3 RBV (Resource・Based view of

the firms)の課題

前節まで、 RBVの枳死念整理、 RBVが注目され

るようになった理由を整理した。本節では、

郎V力斗包える問題点を提示する。SHRMの進展M

に伴い、 RBVが戦略と一貫性を持ったHRMと

いう文脈の中で進展していると見られるが、

冊Vの進展がもたらすだろう問題点は存在する。

その問題点とは何か。一言で言い表すならば、

RBVが対象としているのが、正規労働者Πのみ

である点である。やや雑な言い方だが、 RBVは

長期的な視野を持つことを求められているの

で、正社員のキャリアしか対象に出来ない。

SHRMにおけるRBVの位置づけは、

Lepak&sneⅡ(1999)を見ると分かりゃすい0
図2.1はLepak&sne11(1999)の「人的資源夕

イプ別のHRM編成のあり方」である。

この図中において、前述のRBVの特徴である

長期的視野に立った競争優位確立、また、 RBV

との相乗効果を持つ心理的契約に基づいたコ

ミットメント重視を達成しうるのは、内部開発

型人材のみである。すなわち、 RBVの適用範囲

は内部開発型人材のみに限定される。この内部

開発型人材、すなわち、多大な技能開発投資を

受け、長期的雇用慣行がべースにある人材、す
なわち正規労働者(正社員)を指すと考えて支
障ないであろう。このことから、 RBVの視点は

正規労働者(正社員)のみを対象としているこ

とが言える。

今後、SHRMにおいてRBVが更に進展してい

くにっれて、人材タイプ別のHRM編成が進むで

あろう。それに伴って、企業内でRBVに基づい

たキャリア・技能形成に特化されるようになり、

それ以外の人材ヘのキャリア・技能形成がない

がしろにされる可能性が生じるのではないだろ

うか。
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低

提携型人材

他企業との提携による共有化を図

る共同関係がべース。

協力、協働を促進するような

HRM編成。

<図2.1>人的資源タイプ別のHRM編成のあり方

2.4

本章では郎Vの概念、郎Vが注目される理由、

RBVが抱える問題点について整理を行った。

RBVの概念についての詳述は重複を避けるが、

契約型人材

一般商品の取引に類する仕事一報

酬取引として短期的な雇用関係がべ

ス。

小括

MSHRMの進展にっいては、田中(2009)を参照頂きたいが、労働政策研究・研修機構(2006)や竹内(2005)等、近年、 SHRM
の進展が見られる実証研究成果は徐々に発表されつつぁる。
Π正規労働者及び非正規労働者の定義等にっいては次章を参照頂きたい0

低

トメントや忠誠心も期待しコミツ

ないコスト削減的HRM編成。

HRの価値

内部開発型人材

多大な技能開発投資と長期的な雇用関係が

ベース。

企業ヘのコミットメントを最大化するよう

なHRM編成。

外部調達型人材

労使間に経済的なメリットがある限り、継

続されていく雇用関係がべース。

選択的な要員手続きと外部と公正的な賃金

を重視した市場をべースとしたHRM編成。

ι叩心&sneⅡ(1999)より筆者がイ乍成。
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本章をまとめると以下の通りである。

1980年代半ば以降、それまで主流であった

ポーターモデルを中心とする戦略論から、企業

内部の経営資源に基づいて戦略を構築して競争

優位を獲得しようとするRBVが台頭してきた。

SHRMの場面においても同様で、 SHRMにおい

てもRBVの視点が取り入れられるようになっ

た。 SHRMにおいてRBVが取り入れられことは

SWOT分析を行い、戦略とHRMに一貫性を持た

せる点を考えると重要性を持つが、 RBVは基本

的には長期にわたって雇用される正社員のみを

対象にしている点が問題点として存在するとい

える。

このことは、 SHRMにおいてRBVがより進展

すると、 SHRMにおけるキャリアへの視座が正

規労働者(正社員)のみに限定的なものとなっ

てしまうことを指す。その際に、問題として挙

がってくるのは、非正規労働者(非正規社員)

のキャリア形成であろう。そこで、次章では、

非正規労働者のキャリア形成が抱える問題点を

整理する。

田中 秀樹

ような労働者を指しているのか、そして、彼ら

はどのようなタイプに分かれているのか、につ

いての整理を行う。

非正規労働者とはどのような労働者を指すの

か。そもそも、「'非'正規」と対極にある「正規」

とは何なのか。正規労働者は雇用期間の定めの

ない労働者で長期雇用を前提とした者を指すW。

すると、非正規労働者とは、雇用期間に定めが

ある有期契約労働者ということになる円。現在、

日本における非正規労働者は1699万人である⑳。

日本の全労働者の33.4%を占める。一言で非正

規労働者といっても、様々なタイプの非正規労

働者が存在する。雇用契約による区分では、パー

ト・アルバイト、契約社員、派遣社員幻・請負

などである。

非正規労働者は年々増加する傾向にある。

1984年に604万人であった非正規労働者は、こ

の25年で約1000万人増加し、 2009年初頭には

1699万人に至るれ。何故、増加したのか。

第一に挙げられるのは、雇用におけるデマン

ド・サイド(需要側=企業)の経営悪化やコス

ト削減であろう。それに伴う人件費削減・雇用

調整の必要性から非正規労働者の増加が加速化

したお。次にサプライ・サイド(供給側=労働者)

の変化も見逃してはいけない。社会の複雑性が

増し、多様な雇用形態を望む声が大きくなって

いることも事実である。若年労働者においては

会社ヘの拘束を望まない若年層も増加Nしてい

るし、女陛では、育児・家事・介護等といった

家庭事情と仕事を両立させるために時間的制約

の低い非正規労働者としての働き方を自ら選択

した者も少なくない。

このように非正規労働者になる動機・事情(制

約)も様々である。彼らを、大きく分けると、

自ら進んで非正規労働者として働く道を選んだ

労働者と、本当ならば正規労働者として働きた

3 非正規労働者の現状及び問題点

本章では、非正規労働者のキャリアに関する

問題点を提示することに主眼を置き、非正規労

働者の現状及び彼らがキャリア形成において抱

える問題点を提示する。以下では、非正規労働

者の現状、彼らが抱える問題点の順に整理する。

3.1

本節では、

を整理する。

非正規労働者の現状

玲日本における非正規労働者の定義は調査機関・官公庁によって様々な定義・区分がなされている。例えば、厚生労働省では、

契約社員・臨時的雇用者・パート・出向社員・派造労働者・その他を非正規労働者としているが、総務省では、パート・アル

バイト・派遣・嘱託を非正規労働者としている。よって、正規労働者、いわゆる正社員と対比した方が分かりゃすい。

円必ずしも、全ての非正規労働者に雇用期間の定めや長期雇用がないわけではない。雇用期間の定めのない非正規労働者も存在

するし、雇用期間に定めはあるが常用雇用化している非正規労働者も存在する。

即総務省統計局「労働力調査」2009年度]~3月期統計(速報値)より。

幻派遣社貝は派遣元会社の正社員ではあるが、実際の勤務地である派遣先会社においては非正規労働者にあたるので、今回は非

正規労働者として区分する。

U 総務省統計局「労働力調査」長期時系列データより。

刀近年の調査では、 20仍年、 2009年ともに、企業は「賃金節約のため」(第1位)「繁閑ヘの対応のため」(第2位)に非正規労働

者を活用している。(厚生労働省「平成19年就業形態の多様化に関する総合実態調査D

訓厚生労働省「若年者就業実態調査」より。

日本における非正規労働者の現状

以下では、非正規労働者とはどの



かったが正規社員・職員としての就職が無理

だったためにやむを得ず非正規労働者として働

く道を選んだ労働者の2パターンがある。前者

は本意型非正規労働者、後者は不本意型非正規

労働者と呼ぱれる。 JILPT (2007)のデータに

よると、平成6年、11年、15年の3時点において、

「正社員としての就業機会がないため」に非正

規社員を選んだ者の割合が年を追うごとに増加

してぃるお。すなわち、近年、不本意型非正規

労働者は増加しっつぁる。本意型非正規労働者

は、前述例のように家事や育児との両立、従稼

得者として家計補助的に働きたい節という願望

のもとで非正規労働者として働いている女性が

多く、労働者の不満や彼らが抱える問題性は高

くないと考えられる。現状において非正規労働

者の多くが本位型非正規労働者であれば、企業
がRBV理念によるキャリア管理刀を行うことは

無理なく、むしろ有効に働くとさえ言えよう。

しかしながら、不本意型非正規労働者が増加し

つっある現在、非正規労働者の問題点を彼らが

抱えてぃる可能性が高い。次節では、不本意型

非正規労働者にとって、特に重大と思われる問

題点を整理する。

戦略的人的資源管理の進展に伴うキャリアに関する論点整理

ような問題を抱えているのか。一番大きな問題

は「ダブル・トラック」化であろう那。

本田(2006)によると、高度経済成長期から

90年代初頭のバブル崩壊前までは、若者の大半

は学校教育から典型雇用(すなわち、正規労働

者として雇用される)へのスムーズな移行がな

されてきた⑳。しかし、 90年代半ば以降は、そ

のルートは幅が狭くなり、違うルートが出来て

きた。そのルートとは、学校教育(中退等での

離学も含む)から非典型雇用(すなわち、非正

規労働者として雇用される)・失業・無業とい

うルートである。

何故、「ダブル・トラック」は生じたのか。大

きな理由として以下の2つが挙げられよう。ま

ず、バブル崩壊から続いた長期にわたる不況知

である。「不況→企業業績悪化→正社員の採用

抑制上中高年のりストラ→非正規労働者ヘの労

働需要の増加」という路をたどり、人件費削減

の方策の対象となった若年者の中には、非典型

雇用から職業人生をスタートせざるを得ない者

も生じる状況になっていた。 2つ目の理由は、

第2次産業、第3次産業における、企業の短期

的かっ市場反応型労働力管理の進展である。業

務の繁閑に合わせて、短期的視野で労働力を調

整するという企業行動が進展したため、企業の

非正規労働者需要ヘと繋がった。この点は、

SHRMにおける日本企業の戦略的行動が進展し

たことに起因すると言える。目前の経済状況を

踏まえて、 Miles&snow (1987)で言う「make」

型とされてきた日本企業のキャリア戦略行動が

「buy」への揺らぎを大きくしたと言えよう。ま
た、日経連(1995)の「自社型ポートフォリオ」

が提示されたことによって、企業ヘの指針とし

て、「雇用柔軟型」労働力活用の増加が促した

とも老えられる。

3.2

本節では、前節で触れた非正規労働者が抱え

る問題点について整理する。非正規労働者が抱

える問題とは何か。大きな問題点として、キャ

リア、賃金格差に関する問題点が挙げられよう。

非正規労働者の増加が抱える問題点

79

3.2.1 キャリアの問題「ダブル・トラッ

ク」化

非正規労働者の増加はキャリアに関してどの

お JILPT (2007)『多様な働き方の実態と課題』 40-42頁及び78-79頁参照。

部就業調整を行う既婚女性パート労働者はその典型であろう。
訂 RBVと日本型キャリア管理・形成の近似にっいては田中(2008b)「日本におけるキャリア形成・管理の整理」か詳しいので参
照頂きたい。

認この問題は15年程前から顕在化した問題であるため、必然的に、分析対象が若年労働者になることに関しては注意が必要であ
るが、今後の中高年フリーター等の中高年非正規労働者の増加を考えると、今後一層深刻化しうる問題であろう0
四本田由紀(2006)「第2章若年層の雇用の現状と課題『ダブル・トラック」化にどう取り組むか」(樋口美雄'財務省財務為、
合政策研究所編著(2006)『転換期の雇用・能力開発支援の経済政策」55-83頁所収) 57頁0
卯玄田(2001)や本田(2005)でも指摘されてぃるが、バプル崩壊直前の入職者(すなわち礫学者)は第2汰ベビーブーマーと
重なっており、長期不況に入ってから、企業にとってバブル期に採用した彼らの人件費が重荷になったという、人口構造と長
期不況のダブル・パンチが生じていた。
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基本戦略

要員計画

HRの育成

<図3.1>競争戦略タイプとHRMの整合
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以上のような理由から「ダブル・トラック」

が生じたにも関わらず、その一方では、「ダブル・

トラック」が顕在化してからも、日本企業の採

用行動は、新規学卒者一括採用のままであり、

そこに中途採用で限U戦力」として他の企業で

正社員の経.験を有した能力ある人材を補充する

高度専門能力活用型

有期雇用契約

役員昇格

職能資格

昇格

専門部門(企画、営業、研

究開発等)
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業績給
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という以前と同じ状況であった。

また、本田(2006)での「ダブル・トラック」

現状分析による「非正規労働者トラック」の内

実は以下の通りである。①20代半ばから30歳位

の年齢層では男女共に約3割が非典型雇用に従

事している。②教育機関を最後に離れた時の状

上位職務ヘの転換

生活援助施策

日経連(1995)より作成。



態によって、典型か非典型のどちらに入るかが

決まる。学歴が低いほど典型雇用ヘの参入が難

しく、男性よりも女性の方が非典型雇用に従事

してぃる割合が高い。③初職が典型か非典型か

によって、その後の移動可能性の幅が決まる。

非典型→典型の移動は難しいが、典型→非典型、

非典型内での移動は増加している討。このよう

な現況では、今後も「ダブル・トラツク」化は

進むと老えられる。

その「ダプル・トラック」化は以下のような

問題点を抱えている。まず、「ダブル・トラツク」

の進展に伴い、その名の通り、トラツク間での

移動、すなわち雇用形態の移動が困難になって

いることである。上述の③のように「移動障壁」

は強固なものとなりつつある陀。「ダブル・トラツ

ク」がバブル経済破綻に端を発する長期不況と

いう経済理由からのみ生じたものであれば、好
況期には「ダブル・トラック」は解消すると考

えられなくもないが、現実は、企業の採用活動

の不変(新卒一括採用、中途採用者は正社員経

験者で能力を有する者のみを対象)等の「正規

労働者トラック」は脈々と紡がれているという

状況の上で、現在の「ダブル・トラツク」が生

じてぃるので「移動障壁」は変わらぬままであ

る。前述のように、企業は中途採用においても

「即戦力」に焦点を絞っており、正社員採用時

に「フリーター経'験をマイナスに評価する」傾

向劣がある。このように、企業の採用活動にお

いて、正社員にならずに過ごしてきた者は採用

の対象としてほとんどみなされない状況が、「ダ

ブル・トラック」の進展を加速させている。

このような状況を受けて、「非正規労働者ト

ラック」に属する者は、企業からは厳しい視線

で見られる一方で、正社員のそれとは異なる、

限定的かっ非体系的な能力・スキル形成しか行

えない状況にある。そして、日本の雇用慣行で

は、往々にして、入社してから職業上の教育訓

練を受け始めるので、学校自体はそれらを担わ

戦略的人的資源管理の進展に伴うキャリアに関する論点整理

ない。このことは雜学してから、正社員になる

かどうかで、その後の能力形成の道が決まると
いうことを指し、「ダブル・トラツク」の進展は、

労働者の能力格差、教育訓練格差ヘとダイレク

トにっながり、上述の「移動障壁」を更に高く

してしまい、トラック間の格差も徐々に広がっ

てぃくことも大きな問題点として挙げられる。

「ダブル・トラック」化の進展によって「移

動障壁」が高くなることで、正規労働者一非正

規労働者間の叫又入格差」訓の幅が広がることに
もなる。また、それらが原因となり、社会的な

不平等感"や家族形成の困難さ鮖ヘと繋がり、社
会的な問題ヘの懸念も生じる。

企業が戦略的行動を進展させたことが「ダブ

ル・トラック」化の進展に影響したと示した。

もっとも、戦略的行動における人件費コスト圧

縮という側面では、「ダブル・トラツク」化は、

選抜的(差別的)育成の観点から企業経営に正

の側面をもたらすと考えられよう。しかしなが

ら、先行研究で指摘されているように、企業に

おいても「ダブル・トラック」化のデメリツト

は存在する。それは、人件費削減や雇用調整柔

軟化の一方で、「正規労働者トラツク」にいる

者の労働時問・仕事量負荷・非正規労働者を管
理することへの負担が増大する。熊沢(2006)
によると、それらの結果として、航職や身体的・

精神的失調に繋がるケースが増加している現状

も存在する。また、佐藤・佐野・木村(2003)
等に見られるように、「非正規労働者トラツク」
に属する者はスキル向上・職場貢献ヘのインセ

ンティブが有効に働いておらず、非正規労働者

に過度に依存したり、彼らのインセンティブ向

上ヘの施策が欠けていたりすると、生産性低下・

スキル伝承阻害という問題が生じる場合もあ

る。
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"本田(2006) 59-67頁参照。
"本田(2006)によると、この「移動障壁」は低学歴層には相対的に高い壁に、高学歴者には相対的に低い壁になる、いわゆる
学歴格差も大きく関わる。

"厚生労働省(2004)「雇用管理調査」では、「フリーター経験」をプラスに評価する企業は3.6%、マイナスに評価する止業は
303%となっている。

訓「収入格差」にっいては次節で詳述するので、ここでは詳述を避ける0
"「ダブル.トラック」が進展し、「非正規労働者トラック」の加齢化に伴い、収入格差は一層拡大し、社=に不平等感や分断を
もたらす恐れもある。

M 永瀬(2002)によると、男女共に、非典型雇用の経験がある者は結婚年齢が遅くなる傾向があること力斗"摘されている0 また、
ⅡLPT (2005)によると、若年男性では収入が少ないほど有配偶者率も少ない0
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性別

<図3.3>性別・就業形態別実質擬似時間給

就業形態

正社員

契約社員

出向社員

派造労働者(常用型)

派遣労働者(登録型)

パートタイム労働者

その他

男性

田中 秀樹

正社員

契約社員

出向社員

派遣労働者(常用型)

派遣労働者(登録型)

パートタイム労働者

その他

女性

3.2.2

平均

次に賃金格差について整理する。正規労働者

と非正規労働者の賃金格差問題は、昨今、非正

規労働者の増加に伴って、特に注目されている

問題である。

JILPI (2007)が行った調査より、性別・就

業形態別に実質擬似時間給を比較すると、以下

に示した<図3.3>の通りである。なお、出向

社員は50歳代の者が多くを占めるために時問給

が高くなる傾向があるので考察から除外する。

正社員の時問給が18Ⅱ円であるのに対して、

(出向社員を除く)非正社員の時間給は正社員

のそれより総じて低い。正社員と非正社員の労

働時間の差を考えると、正社員の賃金総額と非

正社員のそれの絶対的な格差は依然大きなもの

であろう。

また、内閣府(2003、2005)のデータを見ると、

典型雇用にある正規労働者は勤続年数と共に賃

金が上昇し、50歳代では20歳代時の2倍程度の

賃金をもらう(いわゆる昇給制度が存在する)

のに対して、非典型雇用にある非正規労働者は

少しの賃金上昇はありうるが正規労働者のよう

1,8H
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1,228
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賃金格差

中央値
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(単位:円)

ⅡLPT (2007)より筆者作成。

な上昇は生じず、近年、就労経年が増すにつれ

て、正規労働者・非正規労働者の賃金格差は拡

大している訂。先進諸国の中でも、日本の典型

非典型間の賃金格差はかなり大きいといわれて

いる。

また、1つの仕事では生活できる収入を得る

ことが出来ないため、複数の仕事を掛け持つ非

正規労働者も一定数存在する訟。いわゆる非正

規社員の副業である。以前の非正規労働者の中

で大部分を占めてきた既婚女性パート労働者等

の本意型非正規労働者においてはこの点が問題

として挙げられることは少なかっただろうが、

昨今の不本意型非正規労働者増加を考えると家

計の主稼得者の不本意型非正規労働の増加も考

えられ、今後の検討課題として挙げられるので

はないだろうか。

"白川(2005)によると、日本におけるフルタイムとパートタイムの賃金格差は、フルタイムを】00とした場合、パートタイムは

50に過ぎない。

開ⅡLPT (2007)によると、副業をしている非正規労働者は31万人存在する。]つの仕事では生活費を確保できないために、それ

を補填するために追加的就業が必要としている者は多い。

3.3

本章では非正規労働者が抱える問題点、特に、

大きな問題点である「ダブル・トラック」化と「賃

金格差」について整理した。 2つの問題点をま

小括



とめると以下の通りである。

バブル崩壊から続いた長期不況により非典型

雇用から職業人生をスタートせざるを得ない者
も生じる状況、企業の短期的かつ市場反応型労

働力管理の進展である。業務の繁閑に合わせて、

短期的視野で労働力を調整するという企業行動

が進展したため、企業の非正規労働者需要ヘと

繋がり、「ダブル・トラック」化が進展した。

しかし、それ力温貝在化してからも、日本企業の

採用行動は、新規学卒者一括採用のままで、中

途採用では「即戦力」としての人材を補充する

という以前のままであった。その状況下で、「ダ
ブル・トラック」のトラック間での移動の困難

性、「移動障壁」は強固なものとなっていった。

また、企業は正社員採用時に「フリーター経.験

をマイナスに評価する」傾向があり、「非正規

労働者トラック」で過ごしてきた者は採用の対

象としてみなされない状況がある。

このような状況を受けて、「非正規労働者ト

ラック」に属する者は、正社員のそれとは異な

る、限定的かつ非体系的な能力・スキル形成し

か行えない状況にあると言え、離学してから、

正社員になるかどうかで能力向上の道が決まる

ということを指し、「ダブル・トラツク」化の

進展は、労働者の能力格差・教育訓ネ東格差ヘと

つながる。また、企業が戦略的行動を進展させ

たことが「ダブル・トラック」化の進展に影響

したが、企業においても、人件費削減や雇用調

整柔軟化の一方で、「正規労働者トラツク」に

いる者の労働時間・仕事量負荷や非正規労働者

を管理する負担が増大する点や非正規労働者ヘ

の依存による生産性低下・スキル伝承阻害とい

う点が問題として顕在化しつつぁる。

「賃金格差」については、非正規労働者は正

規労働者に比ベて、賃金が低い上に昇給幅も小

さいので、入職からの経年と共に賃金格差は拡

大する。上述の「移動障壁」が高くなるにつれて、

正規労働者一非正規労働者間の「賃金格差」は

より一層広がることも懸念される。また、生活

費確保のための非正規労働者の副業(仕事の掛

け持ち)が顕在化しつつある。

以上のような問題点は、既婚女性パート労働

者のような従稼得者や本意型非正規労働者であ

れば、それほど問題性を高くないであろう。し

かし、昨今増えつつぁる不本意型非正規労働者

戦略的人的資源管理の進展に伴うキャリアに関する論点整理

にとっては、非常に大きな問題である。次章で

は、これらの問題点とRBVの託離を整理するこ

とで、論点整理を行う。

4.戦略的人的資源管理の進展に伴うキャ
リアに関する論点整理

本章では、第2章、第3章の内容を受けて、

SHRM、特にRBVの進展と非正規労働者が抱え

る問題点の飛艦を整理する。そして、それを基

に、 SHRMの進展に伴うキャリアに関する論点

も整理する。

まず、郎Vの特徴は以下の点に集約されよう。

①長期に渡るキャリア管理・形成でその企業に

しかない競争優位の源泉としてのHRをもたら

す。②対象は長期雇用が前提の正社員に限定さ

れる。

しかし、不本意型非正規労働者の多くは以下

の点に問題を抱えている。③「非正規労働者ト

ラック」に入ってしまうと、高い「移動障壁」

を越えられず、典型雇用に移れない状況に陥る

可能性が高い。④年齢が加齢するに伴って、正

規労働者と非正規労働者の賃金格差・技能格差

も広がる。

そんな中、社会的背景としての以下の点も挙

げられる。⑤「ダブル・トラック」化が進んで

いるにも関わらず、日本企業の採用方針は新卒

一括、中途は即戦力のみを対象としている。⑥

コスト削減圧力によって、雇用柔軟性を持つ非

正規労働者の活用がより一層進展した。

これらを集約すると、以下のような構図とな

ろう。企業は厳しい環境を受けて、 SHRMを意

識したHRMを実践するようにシフトしつつぁ

る。それに伴い、SHRMにおける競争優位獲得

に向けてのRBVヘの注目そして実践ヘとシフト

し、非正規労働者の活用で雇用に柔軟性を持た

せるようにシフトする(⑥)ことは自然であろ

う。 RBVは、長期的な雇用を前提として、他企

業にはない人材及びHRMを構成することで競

争優位の源泉を獲得するという概念である。こ

のRBVの理念は、長期雇用及び長期に渡る技能

形成に重きを置く日本型雇用慣行と近似性を

持っている(①、②yo。この近似性は、エクセ
レント・カンパニー・ブームや日本型経営ブー
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"詳しい内容については、田中(2008b)を参照頂きたい。
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ムがRBVの提唱に一役買ったことも事実である

ことからも自明であろう。 RBVは、学校卒業か

ら典型雇用ヘの移行が比較的スムーズに行わ

れ、新卒一括採用で長期雇用を前提とした人材

育成を行う日本企業のキャリア管理システム

(⑤)には馴染むものであることは確かであろ

う。しかし、現在、日本企業がSHRMを意識す

るようになった契機でもある厳しい経営環境を

受けて、非正規労働者が増加しているという状

況にもある(⑥)。特に、近年、学校卒業から

非典型雇用ヘの路を辿った不本意型非正規労働

者の増加が目立っている。彼らには典型雇用ヘ

の「移動障壁」が立ちはだかり、非正規労働者

としてのキャリアを歩む続けることになる傾向

がある(③)。また、昇給及びキャリア形成の

機会も限定的であるために格差は広がる一方で

ある(④)。

このように非正規労働者のキャリアは非常に

複雑に絡み合った様相を呈している。企業の論

理としては、長期的に競争優位の源泉になりう

る基幹労働者を育てて、一方では短期的な事業

の繁閑に伴う人員構成には非正規労働者を活用

することで柔軟性を持たせて労働力の効率的活

用を行おうという観点から、 SHRM及びRBVを

進展させる。非正規労働者においては、企業の

労働力効率活用につれて増加しつつある非正規

労働者の中で不本意型非正規労働者が増えてお

リ、彼らの現状は、なかなか正規労働者になれ

ず、経年と共に技能・収入格差が広がっていく

悪循環に陥っているので、それらをなんとか解

決したい・して欲しいという状況にある。雇用

を考える際、「経営の視点」、「個人の視点」、「長

期的視点」、「短期的視点」という4つの視点か

ら考える必要があろう。それを表したのが、

<図4.1>である。

上述の様相に照らし合わせると、経営におい

ては、 SHRMの進展に伴い、人材マネジメント

田中 秀樹

によるコスト削減・業績向上をより一層目指し、

少数精鋭のRBV対象者を除けば、短期的視点に

重きを置きつつある。その一方で、個人におい

ては、本来ならば自己実現のために長期的視点

として仕事を捉えたいのに、生活費確保という

短期的視点にしか立てない労働者の増加が見ら

れる、といった状況になる。

企業と個人の間でこの短期と長期の両輪がど

のように回るかは、様々な要因を受けて決まる

が、環境変化が激しい状況下では短期的視点に

シフトする傾向は避けられないであろう。しか

も、雇用関係(労使関係)においてはサプライ・

サイドよりもデマンド・サイドの方が強大な力

を持つことも事実であり、企業の動向に労働者

は左右される。だが、その状況下では不本意型

非正規労働者の「ダブル・トラック」化ヘの陥

りゃ「賃金格差」の拡大等、雇用環境ヘの不安

不満ヘと繋がる。また、その不安・不満、そし

て短期軸の優勢をきっかけに、日本企業の

HRM・労使関係において重要な要素である「心

理的契約」の破綻を招く可能性すら出てくるの

ではないだろうか。

この状況力斗包える主な論点の整理をすると以

下の通りであろう。

(イ) SHRMの進展に伴い、 RBVが進んでい

るが、その一方で正規一非正規労働者間での能

カ・賃金格差が生じている点をどのように解決

するか。

(ロ)不本意型非正規労働者が増加していて、

彼らのキャリア形成が限定的である点をどのよ

うに解決するか。

(ノ→労働者間での格差が広がることで雇用

環境ヘの不安・不満ヘと繋がる点をどのように

解消するか。

(ニ) SHRMが進むにつれて、労使関係にお

けるデマンド・サイドによる短期的視点が強化

されることも懸念されるがどのように対処する

経営の視点

個人の視点

戦略を遂行する人材の育成

能力育成。(郎V)

<図4.1>雇用を考える上での4つの視点

キャリアを通じた人間としての

発達。伯己実現)

長期的視点

成果向上に向けた戦略遂行及び

コスト削減。(業績向上)

仕事に対する適切な処遇。

倖&酬、生活費確保)

短期的視点



か。

SHRMの進展を進めなければならない一方

で、正規一非正規の解決を図らなければならな

いといった状況で、どのように望ましい着地点

を見つけるかが今後の論点・課題となるであろ
^

つ0

卯具体的には、短時間勤務正社員や正社員と同じ仕事内容・処遇形態の有期雇用者といった区分の創出'促進などである0
引若年者向けハローワークやジョブカフ工は既に存在するが、それらの拡充や地域差の解消などがより進められるべきであろう0
U この点にっいては現在ヒアリング調査を中心に企業調査を行っており、適宜、文章化しているが、紙1幅の都合上、稿を改めたい0

戦略的人的資源管理の進展に伴うキャリアに関する論点整理

5 おわりに若干の提言を含めて

本稿では、SHRMの進展に伴って生じるだろ

うキャリアの問題に向けての論点整理を、 RBV

と非正規労働者のキャリアという部分に焦点を

当てた上で、行った。

企業と労働者の間の短期的視点・長期的視点

のバランスは短期的視点に振れつつある。非正

規労働者の増加もその影響であり、不本意型非

正規労働者問題をもたらした。今後、 SHRM、

冊Vが進むにつれて、このままでは、サプライ

サイドである労働者側に今まで以上の負荷がか

かる状況になりうることも十分予想される。そ

の際に、論点となるのは以下の点であろう。(イ)

SHRMの進展に伴い、 RBVが進んでいるが、そ

の一方で正規一非正規労働者間での能力・賃金

格差が生じてぃる点をどのように角早決するか。

(ロ)不本意型非正規労働者が増加していて、

彼らのキャリア形成が限定的である点をどのよ

うに解決するか。(ノ→労働者間での格差が広

がることで雇用環境ヘの不安・不満ヘと繋がる

点をどのように解消するか。(ニ) SHRMが進

むにつれて、労使関係におけるデマンド・サイ

ドによる短期的視点が強化されることも懸念さ

れるがどのように対処するか。

これらの論点に関して、簡潔ではあるが、私

なりの提言を行いたい。

(イ)については、第一に、昨今叫ばれてい

る「均衡待遇の徹底」を行うべきである。そして、

それらを踏まえて、雇用区分を正規一非正規の

2区分ではなく、現行の正規一非正規の2区分

から見て中間的雇用区分の創出及び雇用管理を

行うべきである卯。

(ロ)については、まず、新卒一括採用から

あぶれてしまった既卒者就職・採用ヘのマクロ

レベルでの対応を行うべきである引。その際に、

非正規労働者であっても勤続年数や客観的なス

キル判定によって、正規労働者としての経験の

有無に重きを置き過ぎない採用活動が行えるよ

うなシステムをつくるべきであろう。

(ノ→については、上述の(イ)・(ロ)への

対応をマクロレベルでの施策や法規制等で対応

してぃくことで、解消できるのではないだろう

か。

(ニ)については、デマンド・サイドが強大

化し過ぎることで非正規労働者が被るであろう

「あおり」を軽減するためにも、非正規労働者

の労働組合参加や彼らのVoice(声=不満や不安

の表現)を汲み上げるシステムの構築が必要で

あろう。

不確実陛がより高まりつつぁる環境下で、人

材に関する今後の企業行動はSHRMヘと進展す

ることは避けられないであろう。また、弱者(こ

こでは「非正規労働者トラック」から抜け出せ

ない不本意型非正規労働者を指す)切り捨て等

が起こりうる可能性が危恨される。SHRMの進

展は企業行動の本質を考えた上で容認せざるを

得ないし、現状においては、その帰結として、

上記の(イ)(ロ)(ノ→(ニ)の論点が生じる

ことも避けられない状況を招く。そこで、提言

にもあるようにマクロ、すなわち政府レベルで

の正規・非正規間の均等処遇やキャリア格差の

是正が図られるべき状況であるともいえよう。

また、(ニ)においては、最近ではこの点につ

いて企業として解決策・着地点を見つけようと

努力している先進的企業も存在する覗。その際

に、本稿での現状整理及び論点整理が一助にな

ることを期待している。

また、最後に、本稿に残された課題を提示し

ておく。まず、 1点目の課題は、 SHRM概念の

実践性についての考察であろう。SHRM理論は

企業行動やHRM行動を説明するには有効であ

るが、非正規労働者ヘの対応等といった実践的

含意を導き出すことが難しいという課題を内包

してぃる。その点に踏み込めないままに本稿を

終えてしまった。この点においては、更なる

SHRM理論研究が必要となると同時に、 SHRM

実践の解明からこの課題点を捉えなおすという
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作業も必要であろう。 2点目の課題は、非正規

労働者の抱える労使関係に今一歩踏み込むこと

が出来なかった点である。今後の労使関係を考

える上で、労使関係における非正規労働者のあ

り方に関する更なる考察が必要と言える。この

点については現在行っている調査結果を踏まえ

た上で、改めて考察を行う。以上の点が本稿の

抱える課題点であり、今後の研究で整理・解明

したい点である。
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